
平成28年6月13日

福岡県糟屋郡久山町大字久原字原2859番1
株式会社日立物流九州

代表取締役社長　宮下　浩之

貸 　 借　  対　  照 　 表
（平成２８年３月３１日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

5,179,315 2,320,964

107,733 1,123,472

2,450,290 27,404

10 106,335

114,585 479,085

2,388,325 374,563

118,372 116,214

669,063 9,608

572,615 25,150

192,967 59,134

4,265 337,046

721 58,648

172 253,798

19,599 24,600

264,994 2,658,010

89,897 【純資産の部】

17,644 3,190,367

15,594 100,000

2,051 3,090,367

78,803 25,000

1,059 3,065,367

47,293 88,412

29,650 1,929,000

800 1,047,955

3,190,367

5,848,377 5,848,377

（注） 記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。

流 動 負 債

リ ー ス 債 務

車 両 運 搬 具

固定資産圧縮積立金繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

投 資 そ の 他 の 資 産

負 債 合 計

株 主 資 本

資 本 金

第 ６４ 期 決 算 公 告

そ の 他

そ の 他

固 定 負 債

未 払 費 用

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

構 築 物

金　　　額

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

純 資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金そ の 他

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

前 受 金

売 掛 金

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

預 け 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

受 取 手 形

繰 延 税 金 資 産

リ ー ス 資 産

機 械 及 び 装 置

長 期 前 払 費 用

利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア

無 形 固 定 資 産

そ の 他

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

土 地

工 具 、 器 具 及 び 備 品
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（単位：千円）

科　　目 金　　　　　　額

20,663,403

18,766,347

1,897,056

414,760

1,482,296

2,686

2,820 5,506

1,251

579 1,830

1,485,972

2,622 2,622

835

4,000

4,329 9,164

1,479,430

579,000

△ 32,340 546,660

932,770

（注） 記載金額は、千円未満を四捨五入して表示しております。

損 　益 　計 　算　 書
自 平成２７年４月１日

至 平成２８年３月３１日

支 払 利 息

営 業 利 益

受 取 利 息

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 高

特 別 利 益

そ の 他

法人税、住民税及び事業税

固 定 資 産 売 却 益

リ ー ス 債 務 解 約 損

訴 訟 関 連 費 用

当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 損

売 上 総 利 益

営 業 外 費 用

そ の 他

営 業 外 収 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) たな卸資産 移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております)

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 (リース資産を除く) 定額法
(2) 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法
(3) リース資産 　 　　 　  　        　  　   

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリー

ス取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業
年度末において発生していると認められる額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表
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